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証券コード：6570
平成30年６月８日

株 主 各 位
長野県長野市若里三丁目10番28号
株式会社 共和コーポレーション
代表取締役社長 宮 本 和 彦

　
第32回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
　さて、当社第32回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し
上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成30年６
月25日（月曜日）午後６時までに到着するようご送付くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 平成30年６月26日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
２．場 所 長野県長野市鶴賀高畑752-8

ホテルメルパルク長野 ３階「瑞鳳」
３．目的事項

報告事項
１．第32期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類の

内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第32期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.kyowa-corp.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
事 業 報 告

〔自 平成
至 平成

29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日〕

１．企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境・所得環境の改善を背景
に、総じて個人消費に持ち直しの動きが見られるなど、緩やかな回復基調で推移いたしま
した。その一方で可処分所得の伸び悩みや物価上昇懸念などから消費に力強さはなく、ま
た、異常気象による影響や欧米経済の不安定な動向など、依然先行きは不透明な状況で推
移いたしました。
　このような状況の中、当社グループの主力事業であるアミューズメント施設運営事業に
おきましては、「明るい、安心、三世代」をテーマとして、お客様に対する接客サービス
の体制強化に努めるとともに、施設の魅力を高めるためアミューズメント機器の導入など
設備投資を積極的に進めました。アミューズメント機器販売事業におきましては、販売顧
客先に向けた運営コンサルティングなどトータルセールスを行うことにより、引き続き新
製品及び中古機の販売が好調に推移いたしました。
　以上の結果、当連結会計年度における売上高は13,285,088千円となり、営業利益は
541,873千円、経常利益は556,094千円、親会社株主に帰属する当期純利益は322,368
千円となりました。今後、当社グループは、これまでの取り組みを進化させると同時に、
子会社の株式会社ＹＡＺアミューズメント並びに株式会社シティエンタテインメントとの
グループ一体運営を強化するとともに、事業間のシナジー効果を発揮すべく業務プロセス
や収益管理の改善に継続的に取り組むことにより、更なる業績の向上と事業の成長を目指
してまいります。
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（２）セグメント別の概況
　当連結会計年度の各セグメントの概況は次のとおりであります。
①アミューズメント施設運営事業
　アミューズメント施設運営事業におきましては、平成28年６月の年少者立ち入り時
間規制緩和(注)を追い風とした来店促進策を各店舗の顧客ニーズに応じて行うととも
に、様々な活性化策により来店客数の増加に努めました。景品ゲームにおいてはオリジ
ナル景品の制作や、もう１プレイを促進するため接客サービスを強化しました。このほ
か、ＬＩＮＥを利用した来店促進策並びにグループ店舗間の機器の配置転換を積極的に
推し進めたこと等により、景品ゲーム及びメダルゲームにおいて前年同期に比べ稼働が
上がりました。なお、平成29年６月に「ゲームシティ戸田店」を閉店しており、総店
舗数は47店舗となっております。また、当社グループが属する業界における成長力及
び競争力の強化を図るため、平成29年７月にネットキャッチャー@pinaを開設しまし
た。
　以上の結果、アミューズメント施設運営事業における売上高は9,782,505千円となり
ました。

　　（注）「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」の一部改正に伴う都道府県施行条例改正により、保護者同伴で
あれば16歳未満の年少者であってもアミューズメント施設への入場が最長で午後10時まで、一部地域を除き可能とな
りました。

　
②アミューズメント機器販売事業
　アミューズメント機器販売事業におきましては、景品ゲーム機を中心に施設稼働の向
上やユーザー層拡大の兆しが表れている中で、引き続き得意先への継続的な販売を行う
とともに、新規取引先の獲得を積極的に進めてまいりました。また、新規アミューズメ
ント機器の販売に加え、中古アミューズメント機器やアミューズメント景品の販売にも
注力して販売力の強化を推進したこと等により、景品ゲーム機を中心とした新製品導入
や定番人気機種の販売増加も見られました。
　以上の結果、アミューズメント機器販売事業における売上高は3,384,166千円となり
ました。
　
③その他事業
　その他事業におきましては、主に各種媒体を利用した広告代理店等であり、売上高は
118,416千円となりました。
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事 業 区 分

　 　 売 上 高

　　 第 30 期 　 第 31 期 　 　 第 32 期

　平成 28年３月期 　平成 29年３月期　 　 平 成 30 年 ３ 月 期　

　金 額　 構 成 比 　金 額 構 成 比 　金 額 構 成 比 増 減 率

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％） （％）

アミューズメント施設運営事業 7,757,899 68.7 8,839,549 73.8 9,782,505 73.6 10.7

アミューズメント機器販売事業 3,374,678 29.9 3,000,797 25.1 3,384,166 25.5 12.8

そ の 他 事 業 165,741 1.5 137,778 1.2 118,416 0.9 -14.1

　 合 計 11,298,319 100.0 11,978,124 100.0 13,285,088 100.0 10.9
　

（注）１．当社では、第30期より連結計算書類を作成しております。
２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　

（３）設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は1,063,886千円であります。
　設備投資の主な内容は、アミューズメント施設運営部門における店舗においてのゲーム
機を中心としたアミューズメント機器の購入976,900千円であります。

　
（４）資金調達の状況
　当連結会計年度においては、アミューズメント機器の取得等を主な使用目的として、金
融機関からの借入れにより2,600,000千円を調達いたしました。また、平成30年３月に
は、東京証券取引所市場第二部への株式上場に伴い、公募増資及び第三者割当増資により
合計で547,500株の新株式を発行し805,235千円を調達いたしました。
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（５）財産及び損益の状況
　①企業集団の財産及び損益の状況

　

区 分 第29期
（平成27年３月期）

第30期
（平成28年３月期）

第31期
（平成29年３月期）

第32期
（当連結会計年度）
（平成30年３月期）

売 上 高（千円） ― 11,298,319 11,978,124 13,285,088

経 常 利 益（千円） ― 223,906 326,909 556,094

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） ― 142,937 328,484 322,368

１株当たり当期純利益（円） ― 60.41 138.84 135.20
総 資 産（千円） ― 8,331,325 9,073,258 10,971,531
純 資 産（千円） ― 1,858,172 2,185,867 3,305,680
１株当たり純資産額 （円） ― 785.36 923.87 1,134.61

　

（注）１．当社では、第30期より連結計算書類を作成しております。
　 ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成29年９月29日の取締役会決議により、平成29年10月17日付で普通株式１株につき50株の割合で株式分
割を行っておりますが、第30期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純
利益額を算定しております。
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　②当社の財産及び損益の状況
　

区 分 第29期
（平成27年３月期）

第30期
（平成28年３月期）

第31期
（平成29年３月期）

第32期
（当事業年度）

（平成30年３月期）
売 上 高（千円） 13,267,897 9,505,619 9,691,083 10,429,887
経 常 利 益（千円） 　215,893 149,746 350,589 462,792

当 期 純 利 益（千円） 51,330 103,220 128,342 262,523

１株当たり当期純利益（円） 1,084.74 43.63 54.24 110.10
総 資 産（千円） 8,619,960 7,923,511 8,443,479 10,268,161
純 資 産（千円） 1,527,908 1,627,367 1,754,920 2,814,888
１株当たり純資産額 （円） 32,288.86 687.81 741.72 966.15
　 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、平成29年９月29日の取締役会決議により、平成29年10月17日付で普通株式１株につき50株の割合で株式分
割を行っておりますが、第30期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純
利益額を算定しております。

３．当社は、平成25年12月19日開催の定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期と繁忙期の重複回避、予
算編成、業績管理等経営及び事業運営の効率化を図ることを目的として、決算日を９月30日から３月31日に変更してお
ります。従って、第29期は、平成25年10月１日から平成27年３月31日の18ヶ月間となっております。
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（６）重要な親会社及び子会社の状況
　①親会社の状況
　 　 該当事項はありません。

　②重要な子会社の状況

　 会 社 名 　資 本 金 当社の
議決権比率 　主 要 な 事 業 内 容

株式会社ＹＡＺアミューズメント 5,000千円 100.0％ アミューズメント施設の運営
株式会社シティエンタテインメント 50,000千円 100.0％ アミューズメント施設の運営
　
（７）対処すべき課題
　アミューズメント業界におきましては、全体的な店舗数やアミューズメント機器の設置
台数は減少しているものの、個々の店舗・アミューズメント機器単位では売り上げの回復
がみられており、今後は競争が激化することが予想されます。このような状況の下、当社
グループは、継続的な事業の発展及び経営基盤の安定を図り、「明るい、安心、三世代」
をテーマとしてお楽しみいただけるようにするため、以下の課題に取り組んでまいりま
す。
①営業基盤の強化
　当社グループの直営店舗は、長野県を中心に広域展開しております。このため、店舗
間の距離が長いものが多く、機器のメンテナンス、景品供給、従業員の交流等が円滑に
行われない場合があります。
　効率的な運営には店舗網の一層の充実が求められており、スピーディな店舗情報の取
得と物件の仲介者との情報交換を密に行うことで効果的にシェア拡大を進めてまいりま
す。

②店舗展開
　当社グループは、主にロードサイド店を基本として展開してきました。今後はロード
サイド店のみならず、ショッピングセンターをはじめとした複合施設内や駅前、繁華街
ロケーションへの出店も進め、バランスの取れた店舗網を構築することが重要と考えて
おります。現在の店舗所在地域を拠点として、点から線、線から面へと展開してまいり
ます。
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③Ｍ＆Ａ戦略
　当社グループは、事業の成長のための時間を短縮するため、Ｍ＆Ａは有力な手段であ
ると考えております。当社と親近性のある事業を含め、当社が取得することにより発展
の期待できる事業に引き続き注目してまいります。

④人材の育成
　当社グループは、利用者層の拡大と共に順調な成長を続けてまいりました。今後も継
続的な経営幹部人材の育成を図るとともに、店舗運営力の向上のために人材採用に注力
してまいります。また、高品質な接客サービスや活気あふれる店舗運営の実践には、人
材の育成と研修の強化が必要不可欠であり、新卒採用及び中途採用において有能な人材
を確保すると共に、あらゆる機会を通じて入社後の教育を徹底してまいります。

⑤内部管理体制の強化
　当社グループが、法令を遵守するだけでなくこれまで以上に企業の社会的責任を十分
に果たすには、コンプライアンス体制の強化が必要であります。また、今後の事業環境
の変化と事業規模の拡大に伴い、想定していなかったリスクに対応するための内部管理
体制の強化も必要であります。そのため当社グループでは、経営管理部門の人員充実と
逐次社内規程類の見直しを行うと共に、内部監査の機能強化やコンプライアンス委員会
の活動強化に取り組んでまいります。

⑥財務基盤の強化
　当社グループでは、積極的な新規性あるアミューズメント機器の導入資金や、既存機
器のバージョンアップ対応資金の確保が重要であります。現在は、金融機関からの借入
金の依存度が高いため、中期経営計画の着実な実行等に努め、信用力を高めてまいりま
す。また、将来の事業展開と経営体質強化のために内部留保を重視する一方、株主に対
する利益還元を行うことも経営の重要課題として認識しており、経営基盤の強化と自己
資本比率の向上を図ってまいります。
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⑦潜在顧客の開拓
　当社グループは、地域活動のスポンサーとなって地域に貢献するとともに、長年のア
ミューズメント業界で培ってきたノウハウを駆使して、これまでゲームセンターに足を
運ぶことのなかったファミリー層や女性、高齢者の集客を通じた利用者層の拡大に努
め、来店客数及びプレイ回数の増加を図ることに努めてまいります。

　
⑧グループ経営体制及びコーポレートガバナンスの強化
　企業の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のため、経営の公正性・透明性を確
保し、コーポレートガバナンス・コードの基本原則に沿った各種施策に積極的に取り組
み、グループ全体の企業価値最大化に向けて経営基盤の強化に取り組んでまいります。

　
株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。
　

　（８）主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
　 事 業 区 分 　 事 業 内 容
　ア ミ ュ ー ズ メ ン ト 施 設 運 営 事 業 　ア ミ ュ ー ズ メ ン ト 施 設 の 運 営
　ア ミ ュ ー ズ メ ン ト 機 器 販 売 事 業 　ア ミ ュ ー ズ メ ン ト 機 器 の 販 売
　 そ の 他 事 業 　 広 告 代 理 店 業 等
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（９）主要な事業所等（平成30年３月31日現在）
　 ①当社

　 事 業 所 名 （店 舗 名） 　 所 在 地
本 社 長野県（長野市）
東京支店 東京都（渋谷区）
店 舗 アピナ長野スカイバッティングセンター 長野県（長野市）

アピナ長野村山店 長野県（長野市）
アピナ長野大橋店 長野県（長野市）
アピナ長野川中島店 長野県（長野市）
アピナ上田店 長野県（上田市）
アピナ佐久インター店 長野県（佐久市）
アピナ穂高店 長野県（安曇野市）
アピナ松本店 長野県（松本市）
アピナ塩尻店 長野県（塩尻市）
池の平ＡＭ館 長野県（北佐久郡）
アピナ伊那店 長野県（伊那市）
アピナ飯田店 長野県（飯田市）
アピナ太田店 群馬県（太田市）
アピナ小山店 栃木県（小山市）
アピナ下館店 茨城県（筑西市）
アピナ鶴岡店 山形県（鶴岡市）
アピナ長岡店 新潟県（長岡市）
アピナ上越インター店 新潟県（上越市）
アピナ富山新庄店 富山県（富山市）
アピナ富山豊田店 富山県（富山市）
アピナ富山南店 富山県（富山市）
アピナ野々市バッティングスタジアム 石川県（野々市市）
アピナ野々市店 石川県（野々市市）
アピナ新千歳空港店 北海道（千歳市）
アピナ鈴鹿店 三重県（鈴鹿市）
アピナ上尾店 埼玉県（上尾市）
アピナ橋本店 神奈川県（相模原市）
アピナボウル松本城山店 長野県（松本市）
アピナボウル安曇野店 長野県（安曇野市）
アピナボウル長野篠ノ井店 長野県（長野市）
タイトーFステーション松本店 長野県（松本市）

オンライン
クレーンゲーム ネットキャッチャー＠ｐｉｎａ 長野県（長野市）
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　 ②子会社
　 株式会社ＹＡＺアミューズメント
　 事 業 所 名 （店 舗 名） 　 所 在 地
本 社 長野県（長野市）
店 舗 アピナ長野駅前店 長野県（長野市）

ＹＡＺワールド野田七光台店 千葉県（野田市）
ゲームスクエア茂原 千葉県（茂原市）
ＹＡＺワールド八王子みなみ野店 東京都（八王子市）
ＹＡＺ川崎店 神奈川県（川崎市）
アミューズメントランドＹＡＺ平塚店 神奈川県（平塚市）
シートピアＹＡＺ焼津店 静岡県（焼津市）
シートピアＹＡＺ大須賀店 静岡県（掛川市）
ＹＡＺ磐田店 静岡県（磐田市）
ＹＡＺワールド浜松葵店 静岡県（浜松市）
ＹＡＺワールド四日市店 三重県（四日市市）
ＹＡＺ寝屋川店 大阪府（寝屋川市）

　
　 株式会社シティエンタテインメント
　 事 業 所 名 （店 舗 名） 　 所 在 地
本 社 長野県（長野市）
店 舗 ゲームシティプラス川越店 埼玉県（川越市）

ゲームシティ川口店 埼玉県（川口市）
ゲームシティ板橋店 東京都（板橋区）
ゲームシティ国分寺南店 東京都（国分寺市）
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（10）従業員の状況（平成30年３月31日現在）
　 ①企業集団の従業員の状況
　 166名（365名）
　 （注）１．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

２．臨時従業員には、アルバイト、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　 ②当社従業員の状況
　従 業 員 数 前事業年度末比増減 　平 均 年 齢 ( 歳 ) 　平均勤続年数(年)
　116名（245名） 　２名増（５名増） 36.5 7.8
　

（注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含めた就業人員数であります。
２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。
３．臨時従業員には、アルバイト、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

（11）主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）
　 借 入 先 　 借 入 残 高 （千 円）

長 野 信 用 金 庫 1,416,400
株 式 会 社 八 十 二 銀 行 933,914
長 野 県 信 用 組 合 688,100
株 式 会 社 北 陸 銀 行 652,799
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 603,540
株 式 会 社 長 野 銀 行 216,800
長野県信用農業協同組合連合会 91,678
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 72,235

　
（注）株式会社三菱東京UFJ銀行は、平成30年４月１日に商号を「株式会社三菱UFJ銀行」へ変更しております。
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２．会社の現況
　（１）株式の状況（平成30年３月31日現在）

　①発行可能株式総数 8,000,000株

　②発行済株式の総数 2,913,500株（自己株式100,000株を除く。）

　③株主数 1,167名

　④大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数（株） 持 株 比 率（％）

株式会社ユーミーコーポレーション 1,130,000 38.7
宮 本 早 苗 400,000 13.7
宮 本 和 彦 255,000 8.7
共和コーポレーション従業員持株会 208,900 7.1
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 106,800 3.6
BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG 51,300 1.7
株 式 会 社 北 陸 銀 行 50,000 1.7
株 式 会 社 八 十 二 銀 行 50,000 1.7
長 野 信 用 金 庫 50,000 1.7
株 式 会 社 SBI 証 券 37,500 1.2

（注）１．持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（100,000株）を控除した株式数（2,913,500株）を基準に算出しており
ます。

２．自己株式は、上記上位株主からは除外しております。
３．持株比率は小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。　
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　（２）新株予約権等の状況
①当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された予
　約権の状況

第４回新株予約権
株主総会の決議 平成29年３月22日
新株予約権の数 680個
保有人数 当社取締役（監査等委員を除く。） ３名
新株予約権の目的である株式の種類及び数 普通株式680株
新株予約権の発行価額 無償
新株予約権の行使価額 １株につき24,120円

新株予約権の行使期間 平成31年３月23日から
平成39年３月22日まで

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、新株予約権の行使時にお
いて、継続して当社又は当社子会社の取締
役、監査役、又は従業員のいずれかの地位
にあることを要する。ただし、取締役、監
査役又は執行役員が任期満了により退任し
た場合、従業員が定年で退職した場合、又
は当社取締役会にてその他正当な理由があ
ると承認した場合は、この限りではない。

② 新株予約権者は、新株予約権の行使時にお
いて、新株予約権の目的である当社普通株
式が日本国内の証券取引所に上場している
場合に限り行使できるものとする。

③ 新株予約権者が死亡した場合は、相続人は
これを行使できないものとする。

（注）当社は、平成29年９月29日の取締役会決議により、平成29年10月17日付で普通株式１株につき50株の割合で株式分割を
行っております。したがって、新株予約権を行使する際には、新株予約権の目的である株式の数及び新株予約権の行使時の
払込金額が、分割割合に応じて調整されます。

　
　②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
　 　 該当事項はありません。　
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　（３）会社役員の状況
　 ①取締役の状況（平成30年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代表取締役社長 宮 本 和 彦 株式会社ＹＡＺアミューズメント代表取締役社長

株式会社シティエンタテインメント代表取締役社長
専 務 取 締 役 宮 本 早 苗 人事部担当
常 務 取 締 役 杉 浦 進 営業本部長
取 締 役 澤 田 亮 総務部長
取 締 役 岡 崎 盛 裕 経理部長
取 締 役

（常勤監査等委員） 内 藤 博 正 株式会社ＹＡＺアミューズメント監査役
株式会社シティエンタテインメント監査役

取 締 役
（監査等委員） 中 澤 敏 和

取 締 役
（監査等委員） 岡 本 俊 也

弓場・岡本公認会計士事務所代表
株式会社土木管理総合試験所社外取締役
株式会社イープラス代表取締役

（注）１．取締役内藤博正氏、中澤敏和氏及び岡本俊也氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり、株式会社東京証券
取引所の定める独立役員であります。

２．監査等委員岡本俊也氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
３．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等からの情報収集、重要な社内会議への出席並びに内部監査担
当部署との連携を密に図ることにより監査・監督機能の実効性を高めるため、常勤の監査等委員を選定しております。

４．取締役内藤博正氏は平成29年４月１日付で株式会社ＹＡＺアミューズメント及び株式会社シティエンタテインメントの
監査役に就任しております。

　
　 ②当事業年度に係る報酬等の総額

　

　 区 分 　 支 給 人 員 　 支 給 額
　 取 締 役
（監査等委員を除く。） ５名 105,600千円
取締役（監査等委員）
（う ち 社 外 取 締 役）

３名
(３名)

11,250千円
（11,250千円)

　 監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

２名
(２名)

3,000千円
（3,000千円)

　 合 計 ８名 119,850千円
（注）１．当社は、平成29年６月29日に監査役設置会社から監査等委員会設置会社に移行し、監査役２名は監査等委員に就任し

ております。
２．取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、平成29年６月29日開催の第31回定時株主総会におきまして年額200百
万円以内と決議いただいております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成29年６月29日開催の第31回定時株主総会におきまして年額20百万円以内
と決議いただいております。
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　 ③社外役員に関する事項
イ.他の法人等の重要な兼職の状況及び当社との当該他の法人等との関係
　取締役岡本俊也氏は、弓場・岡本公認会計士事務所代表、株式会社土木管理総合試
験所社外取締役、株式会社イープラス代表取締役であります。当社と各兼職先の間に
は特別の関係はありません。
ロ.当事業年度における主な活動状況

　

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役
(常勤監査等委員) 内藤 博正

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回、監査等委員会10
回のうち10回に出席いたしました。社外での豊富で幅広い経験や株式
を含めた金融に関する専門知識を活かして意見を述べるなど、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行って
おります。また、監査等委員会において、監査等委員の職務の執行に
関する事項について、発言を行っております。

社外取締役
(監査等委員) 中澤 敏和

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回、監査等委員会10
回のうち９回に出席いたしました。主に法令や定款の遵守に係る見地
から発言し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
助言・提言を行っております。また、監査等委員会において、監査等
委員の職務の執行に関する事項について、発言を行っております。

社外取締役
(監査等委員) 岡本 俊也

当事業年度に開催された取締役会18回のうち15回、監査等委員会10
回のうち10回に出席いたしました。主に公認会計士としての専門的見
地から発言し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言・提言を行っております。また、監査等委員会において、監査
等委員の職務の執行に関する事項について、発言を行っております。

　

（注）１．当社は平成29年６月29日より監査等委員会設置会社となり、当事業年度中に10回の監査等委員会を開催しております。
２．監査等委員 岡本俊也氏につきましては平成29年６月29日に就任しており、以降に開催した取締役会15回の全てに出席
しております。

ハ.責任限定契約の内容の概要
　当社は、監査等委員である社外取締役 内藤博正氏、中澤敏和氏及び岡本俊也氏と
の間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　その概要は、監査等委員である社外取締役の責任の限度額を会社法第425条第１項
に定める金額とし、在職中に受ける職務の対価、財産上の利益の２年間に相当する額
としております。
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　（４）会計監査人の状況
①名称 新日本有限責任監査法人

②報酬等の額
　

報酬等の額（千円）
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,500
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 23,850
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明

確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

　 ２．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画
の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りなどを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬につき、会
社法第399条第１項及び第３項の同意を行っております。
　

　③非監査業務の内容
　当社は、新日本有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の
業務（監査業務）であるコンフォートレター作成業務について、対価を支払っておりま
す。

　④会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判
断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を
決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査等委員会は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査等委員会は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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　（５）業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
　①取締役、使用人の職務執行が法令定款に適合することを確保するための体制
　コンプライアンス・プログラムにおいて定めた行動規範の社内周知をはかり、併せて
コンプライアンス規程及びコンプライアンス・マニュアルを整備し、役職員全員に交付
することにより法令等遵守の徹底を図ることとしております。
　役職員の教育等は、総務部が実施するものとし、経営企画室がコンプライアンスの状
況を監査することとしております。これらの活動は、定期的に取締役会及び監査等委員
会に対し報告されるものとしております。法令上の疑義のある行為等については法務部
門を担当する総務部により顧問弁護士の見解を徴したうえで判断するものとしておりま
す。
　
　②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　情報管理規程・文書管理規程・電子メール取扱基準等情報関連規程を整備し、取締役
の職務執行に係る重要情報の特定や文書又は電磁的媒体への記録・保存という保管形態
を明確化することとしております。
　取締役は、常時これらの文書を閲覧できるものとしております。

　③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理規程及びリスク管理基準に則り管理すべきリスクは所管部署により適正な
管理をさせ、管理状況を取締役会へ報告させることとしております。
　同規程及び同基準で想定していないリスクが顕在化したときは、経営企画室が主体と
なり、リスク事故調査対策委員会の機能も活用して、緊急に対応策を検討し、取締役会
へ付議させるものとしております。
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　④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　次のとおりの経営管理体制により取締役の職務の執行の効率化を図ることとしており
ます。
イ.業務分掌・職務権限、意思決定ルールの明確化
ロ.経営会議の定例開催による情報共有、意見交換体制の充実
ハ.通達管理規程による社内指示命令体制、情報伝達体制の統一化
ニ.取締役会による年度経営計画及び中期経営計画の策定とこれに基づく事業部門毎の
業績目標、予算の設定及び月次、四半期業績管理の実施

ホ.取締役会による月次業績のレビュー及び業績見通しの分析と改善策の迅速な実施

　⑤次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制
イ.子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
・子会社に対し、当社が社内に課しているものと同等の報告を励行させることとして
おります。

ロ.子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・子会社のリスクは、当社のリスク管理規程及びリスク管理基準に則り、当社と同等
の管理をすることとしております。

ハ.子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・子会社の運営は、当社の業務運営に準じ、当社と一体的に管理することとしており
ます。

ニ.子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制
・子会社に対し、当社と同等のコンプライアンス体制を整備し運営させることとして
おります。
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　⑥監査等委員の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び当該使
用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並び
に監査等委員会の当該取締役及び当該使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項
　監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用人を置くことと
しております。当該使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定には監査等委員会の
同意を得ること、また、当該使用人が監査等委員会の職務を補助する際には監査等委員
会の指揮命令にのみ従うことにより、取締役（監査等委員である取締役を除く。）から
の独立性及び指示の実効性を確保することとしております。

　⑦取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の役職員等が監査
等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制
　 次のとおりの体制により監査等委員へ報告しております。
イ.取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、取締役会等の重要な会
　 議において随時業務の状況を報告する。
ロ.職務権限規程の職務権限明細表に監査等委員に報告すべき事項を表示することによ
り、報告事項を明確にし、これを励行させる。

　⑧監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制
　監査等委員への報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱い
を受けることがないよう内部通報規程を制定し、社外の内部通報窓口を設置しておりま
す。

　⑨監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について
生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は
債務の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員がその職務の執行に必要な費用の前払い等の請求をした場合、当該費用又
は債務が監査等委員の職務執行に必要でない場合を除き、速やかに当該費用又は債務を
処理することとしております。
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　⑩その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員は取締役会及び業務執行上重要な会議への出席並びに議事録等の関連資料
の閲覧が原則自由にできることとしております。
　また、監査等委員会又は常勤監査等委員は取締役（監査等委員である取締役を除く。）
及び重要な使用人からの個別のヒアリングの機会を設けるとともに、代表取締役、内部
監査担当及び会計監査人との定期的な意見交換を行うこととしております。

　（６）業務の適正を確保するための体制等の運用状況の概要
　当社は、平成29年６月29日付で監査等委員会設置会社に移行し、取締役会の監視・監
督機能の強化、権限の委譲による迅速な意思決定並びに業務執行による経営の公正性、透
明性及び効率性の向上など、コーポレート・ガバナンス体制の強化を図っております。
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての運用状況の概要は以下のとおりであります。
　①当社は、株主総会議事録、取締役会議事録などについて、法令の定めにより、保存期間
を設定し、適切に保存しております。

　②子会社については、重要な事項を当社取締役会等において審議し、子会社の適正な業務
運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めております。

　③監査等委員は、監査計画に基づき監査を行うとともに、代表取締役及びその他の取締
役、内部監査部門である経営企画室、会計監査人と意見交換等の情報交換を図っており
ます。

　（７）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題として位置づけ、利益に応じた適正な
配当を行うことを基本方針としております。
　当事業年度の剰余金の配当につきましては、安定的な配当を実現すべく、期末配当を１
株当たり34円としております。また、内部留保金の使途につきましては、財務体質と経
営基盤の強化及び事業拡大に伴う投資等に有効活用していく方針であります。

　
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
　（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。ただし、比率の表示については四捨五入を行っ

ております。
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連 結 貸 借 対 照 表
平成30年３月31日現在

（単位：千円）
資産の部 負債の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流動資産 5,096,573 流動負債 4,162,587
現 金 及 び 預 金 3,707,016 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,082,135
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 815,255 1年内返済予定の長期借入金 1,424,100
商 品 108,976 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 400,000
貯 蔵 品 146,890 未 払 金 686,336
未 収 入 金 20,474 未 払 法 人 税 等 172,617
繰 延 税 金 資 産 48,636 未 払 消 費 税 等 59,762
そ の 他 249,480 賞 与 引 当 金 60,600
貸 倒 引 当 金 △157 設 備 関 係 支 払 手 形 219,423

固定資産 5,874,958 そ の 他 57,612
有形固定資産 3,989,912 固定負債 3,503,263
ア ミ ュ ー ズ メ ン ト 機 器 1,592,942 長 期 借 入 金 3,251,366
建 物 及 び 構 築 物 1,380,024 資 産 除 去 債 務 230,961
工 具、 器 具 及 び 備 品 154,376 そ の 他 20,936
土 地 814,332 負 債 合 計 7,665,851
建 設 仮 勘 定 5,508 純資産の部
そ の 他 42,727 株主資本 3,238,924
無形固定資産 41,557 資 本 金 693,887
そ の 他 41,557 資 本 剰 余 金 482,687
投資その他の資産 1,843,488 利 益 剰 余 金 2,103,748
投 資 有 価 証 券 171,255 自 己 株 式 △41,400
繰 延 税 金 資 産 38,892 その他の包括利益累計額 66,756
敷 金 及 び 保 証 金 1,123,664 その他有価証券評価差額金 66,756
そ の 他 513,930
貸 倒 引 当 金 △4,254 純 資 産 合 計 3,305,680

資 産 合 計 10,971,531 負債・純資産合計 10,971,531
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 13,285,088
売 上 原 価 7,456,624

売 上 総 利 益 5,828,464
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,286,591

営 業 利 益 541,873
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,563
受 取 配 当 金 2,381
受 取 賃 貸 料 3,130
受 取 保 険 金 40,953
自 販 機 設 置 協 賛 金 3,978
太 陽 光 売 電 収 入 6,348
そ の 他 11,605 70,961

営 業 外 費 用
支 払 利 息 36,151
株 式 公 開 費 用 16,691
そ の 他 3,897 56,740
経 常 利 益 556,094

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 3,047
減 損 損 失 42,501 45,548

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 510,546
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 217,369
法 人 税 等 調 整 額 △29,191 188,177
当 期 純 利 益 322,368
親会社株主に帰属する当期純利益 322,368

　

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 291,270 80,070 1,805,040 △41,400 2,134,980
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 402,617 402,617 805,235
剰 余 金 の 配 当 　 　 △23,660 　 △23,660
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

　 　 322,368 　 322,368

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　 　 －

当 期 変 動 額 合 計 402,617 402,617 298,708 － 1,103,943
当 期 末 残 高 693,887 482,687 2,103,748 △41,400 3,238,924
　

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 50,886 50,886 2,185,867
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 805,235
剰 余 金 の 配 当 　 　 △23,660
親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

　 　 322,368

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 15,869 15,869 15,869

当 期 変 動 額 合 計 15,869 15,869 1,119,813
当 期 末 残 高 66,756 66,756 3,305,680
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
〔自 平成

至 平成
29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日〕

　
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（１）連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数
２社
連結子会社の名称
株式会社ＹＡＺアミューズメント
株式会社シティエンタテインメント

（２）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社シティエンタテインメントの決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

（４）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ａ 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定)
時価のないもの
移動平均法による原価法

ｂ たな卸資産
評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。
商品
アミューズメント機器・・・個別法
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貯蔵品
最終仕入原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ａ 有形固定資産(リース資産を除く)
平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、平成28年４月１日以後に取
得した建物附属設備及び構築物、並びにアミューズメント機器及び工具、器具及び備品に
ついては定額法を、その他については主として定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ４～34年
アミューズメント機器 ２～５年

ｂ 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年間)に基づく定
額法によっております。

ｃ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
ａ 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上してお
ります。

ｂ 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を
計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保資産及び担保付債務
①担保に供している資産
現金及び預金 1,800千円
建物 394,228千円
土地 648,877千円
計 1,044,906千円
②担保に係る債務
長期借入金 1,081,711千円
１年内返済予定の長期借入金 246,389千円
未払金 500千円
計 1,328,600千円
　このほか、アミューズメント機器の一部については、割賦販売の方法で購入しているため、
所有権が売主に留保されており、その未払代金は100,289千円であります。

（２）有形固定資産の減価償却累計額 12,760,739千円
（３）期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残
高に含まれております。
受取手形 10,672千円
支払手形 29,550千円
設備関係支払手形 8,770千円

　
３．連結損益計算書に関する注記
（１）固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

アミューズメント機器 2,829千円
建物及び構築物 166千円
工具、器具及び備品 51千円
計 3,047千円

（２）減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたし
ました。
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当社グループは原則として店舗ごとに収支の把握を行っていることから、各店舗をグルーピン
グの最小単位としております。また、将来の使用が見込まれていない遊休資産については、個々
の物件を単位として資産のグルーピングを行っております。
事業用資産及び遊休資産について、収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなったため、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上いたしました。

場所 用途 種類

長野県長野市 店舗用設備 建物及びソフトウエア

長野県長野市 遊休資産 土地
(減損損失計上額の内訳)

建物 8,947千円
ソフトウエア 28,142千円
土地 5,412千円
合計 42,501千円

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、時価については処
分見込価額により評価しております。

　
４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 49,320 2,964,180 － 3,013,500
　(注)１．当社は、平成29年10月17日付で普通株式１株につき50株の割合で株式分割を行ってお

ります。
２．発行済株式変動事由の概要
株式分割による増加 2,416,680 株
東京証券取引所市場第二部上場に伴う新株発行による増加 450,000 株
オーバーアロットメントによる新株発行による増加 97,500 株

（２）新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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（３）配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 23,660 500 平成29年３月31日平成29年６月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次のとおり決議を予定しております。

決議予定 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 配当の原資 効力発生日

平成30年６月26日
定時株主総会

普通株式 99,059 34 平成30年３月31日利益剰余金平成30年６月27日

　

５．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要に応じて運転資金や設備資金等を銀行借入や社債発行等により調達し
ております。また、一時的な余裕資金は安全性の高い定期預金で運用しております。
② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客のリスクに晒されております。投資有価証券は主
に業務上の関係を有する企業等の株式であり、時価の変動リスクに晒されております。また、
店舗賃借契約に基づき差し入れている敷金は、賃貸人の信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形、買掛金はほとんど１年以内の支払期日であります。借入金及び社
債は主に運転資金、設備資金、関係会社株式取得に係わる資金調達を目的としたものであり、
金利の変動に晒されております。また、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に
設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後３年以内でありま
す。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
ａ 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
　当社は、与信・債権管理規程に従い、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことにより、財務状況等の悪化等による債権
回収懸念の早期把握やその軽減を図っております。
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ｂ 市場リスクの管理
　投資有価証券のうち、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
ｃ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
適宜、必要な手許流動性を確保することにより流動性リスクを管理しております。
ｄ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより当該価額が変動することもあります。
ｅ 信用リスクの集中
　連結決算日における営業債権のうち特定の顧客に対するものは、44％であります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 3,707,016 3,707,016 ―
(2) 受取手形及び売掛金 815,255 815,255 ―
　 貸倒引当金 △157 △157 ―
(3) 投資有価証券 171,255 171,255 ―
(4) 敷金及び保証金 1,123,664 1,057,481 66,182

資産計 5,817,035 5,750,852 66,182
(1) 支払手形及び買掛金 1,082,135 1,082,135 ―
(2) 未払金 686,336 686,336 ―
(3) 設備関係支払手形 219,423 219,423 ―
(4) 社債(1年内償還予定を含む) 400,000 399,386 614
(5) 長期借入金
　 (１年内返済予定を含む) 4,675,466 4,683,145 △7,679

負債計 7,063,361 7,070,426 △7,065
　※ 受取手形及び売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。
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(注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金
　すべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
(3) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 敷金及び保証金
　一定期間ごとに区分した回収額を満期までの回収可能な期間及び信用リスクを加味した利率に
より割り引いた現在価値としております。ただし、1年以内の短期に期日の到来するものについ
ては、明らかに信用リスクが大きく変動しているものを除き、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。
負 債
(1) 支払手形及び買掛金 、(2) 未払金、並びに(3) 設備関係支払手形
　すべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
(4) 社債
　社債については、元利金の合計額を同様の新規契約を行った場合に想定される利率で割り引い
た現在価値により算定しております。
(5) 長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映され、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額によっております。また、固定金利によるものは、元利金
の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
しております。

　
６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,134円61銭

１株当たり当期純利益金額 135円20銭
（注）当社は、平成29年９月29日開催の取締役会決議により、平成29年10月17日付で普通株式１

株につき50株の株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われた
と仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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貸 借 対 照 表
平成30年３月31日現在

（単位：千円）
資産の部 負債の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流動資産 4,121,481 流動負債 3,988,745

現 金 及 び 預 金 2,866,262 支 払 手 形 330,218
受 取 手 形 197,610 買 掛 金 751,916
売 掛 金 609,690 1年内返済予定の長期借入金 1,424,100
商 品 108,452 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 400,000
貯 蔵 品 101,520 リ ー ス 債 務 12,417
前 渡 金 1,898 未 払 金 589,288
前 払 費 用 122,275 未 払 費 用 459
繰 延 税 金 資 産 30,539 未 払 法 人 税 等 134,439
未 収 入 金 16,929 未 払 消 費 税 等 47,006
そ の 他 66,466 前 受 金 3,908
貸 倒 引 当 金 △165 預 り 金 28,075

固定資産 6,146,680 賞 与 引 当 金 47,300
有形固定資産 3,571,934 設 備 関 係 支 払 手 形 219,423
ア ミ ュ ー ズ メ ン ト 機 器 1,592,942 そ の 他 190
建 物 981,449 固定負債 3,464,526
構 築 物 17,387 長 期 借 入 金 3,251,366
機 械 及 び 装 置 28,937 リ ー ス 債 務 18,338
車 両 運 搬 具 0 資 産 除 去 債 務 192,241
工 具、 器 具 及 び 備 品 117,589 そ の 他 2,579
土 地 814,332 負 債 合 計 7,453,272
リ ー ス 資 産 13,787 純資産の部
建 設 仮 勘 定 5,508 株主資本 2,748,132
無形固定資産 40,919 資 本 金 693,887
ソ フ ト ウ エ ア 33,112 資 本 剰 余 金 482,687
そ の 他 7,807 資 本 準 備 金 482,687
投資その他の資産 2,533,826 利 益 剰 余 金 1,612,956
投 資 有 価 証 券 171,255 利 益 準 備 金 7,300
関 係 会 社 株 式 1,235,252 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,605,656
出 資 金 1,060 別 途 積 立 金 600,000
長 期 貸 付 金 3,928 繰 越 利 益 剰 余 金 1,005,656
破 産 更 生 債 権 等 4,693 自 己 株 式 △41,400
長 期 前 払 費 用 48,486 評価・換算差額等 66,756
繰 延 税 金 資 産 33,593 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 66,756
敷 金 及 び 保 証 金 611,116
そ の 他 428,694
貸 倒 引 当 金 △4,254 純 資 産 合 計 2,814,888

資 産 合 計 10,268,161 負債・純資産合計 10,268,161
　

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 10,429,887
売 上 原 価 6,396,507

売 上 総 利 益 4,033,379
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,580,634

営 業 利 益 452,744
営 業 外 収 益

受 取 利 息 135
受 取 配 当 金 2,381
受 取 賃 貸 料 3,130
受 取 保 険 金 39,956
自 販 機 設 置 協 賛 金 3,978
太 陽 光 売 電 収 入 6,348
そ の 他 8,169 64,100

営 業 外 費 用
支 払 利 息 32,439
社 債 利 息 3,711
株 式 公 開 費 用 16,691
そ の 他 1,210 54,052
経 常 利 益 462,792

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,849
減 損 損 失 42,501 45,351

税 引 前 当 期 純 利 益 417,440
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 172,002
法 人 税 等 調 整 額 △17,084 154,917
当 期 純 利 益 262,523

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日

（単位：千円）
株主資本

資本金

資 本
剰 余 金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 291,270 80,070 7,300 600,000 766,793 1,374,093 △41,400 1,704,033
当期変動額
新株の発行 402,617 402,617 805,235
剰余金の配当 △23,660 △23,660 △23,660
当期純利益 262,523 262,523 262,523

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） －

当期変動額合計 402,617 402,617 － － 238,863 238,863 － 1,044,099
当期末残高 693,887 482,687 7,300 600,000 1,005,656 1,612,956 △41,400 2,748,132
　

評価・換算差額等 純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 50,886 50,886 1,754,920
当期変動額
新株の発行 805,235
剰余金の配当 △23,660
当期純利益 262,523

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 15,869 15,869 15,869

当期変動額合計 15,869 15,869 1,059,968
当期末残高 66,756 66,756 2,814,888
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
〔自 平成

至 平成
29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日〕

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
　子会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

②たな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品
アミューズメント機器・・・個別法

貯蔵品
最終仕入原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)
　平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)、平成28年４月１日以後に取
得した建物附属設備及び構築物、並びにアミューズメント機器及び工具、器具及び備品につ
いては定額法を、その他については定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ４～34年
アミューズメント機器 ２～５年

②無形固定資産(リース資産を除く)
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年間)に基づく定額
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法によっております。
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

（３）引当金の計上基準
①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しておりま
す。
②賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上し
ております。

（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
　

２．貸借対照表に関する注記
（１）担保資産及び担保付債務
①担保に供している資産
現金及び預金 1,800千円
建物 394,228千円
土地 648,877千円
計 1,044,906千円
②担保に係る債務
長期借入金 1,081,711千円
１年内返済予定の長期借入金 246,389千円
未払金 500千円
計 1,328,600千円
　このほか、アミューズメント機器の一部については、割賦販売の方法で購入しているため、
所有権が売主に留保されており、その未払代金は100,289千円であります。

（２）有形固定資産の減価償却累計額 11,120,446千円
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（３）関係会社に対する金銭債権
関係会社に対する短期金銭債権 44,424 千円
関係会社に対する短期金銭債務 226 千円

　
３．損益計算書に関する注記
（１）関係会社との取引高

営業取引 483,673 千円
（２）減損損失

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。
当社は原則として店舗ごとに収支の把握を行っていることから、各店舗をグルーピングの最小
単位としております。また、将来の使用が見込まれていない遊休資産については、個々の物件を
単位として資産のグルーピングを行っております。
事業用資産及び遊休資産について、収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなったため、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上いたしました。

場所 用途 種類

長野県長野市 店舗用設備 建物及びソフトウエア

長野県長野市 遊休資産 土地
(減損損失計上額の内訳)

建物 8,947千円
ソフトウエア 28,142千円
土地 5,412千円
合計 42,501千円
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、時価については処
分見込価額により評価しております。
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(株) 2,000 98,000 － 100,000
　（注）当社は、平成29年10月17日付で普通株式１株につき50株の割合で株式分割を行っており

ます。
　
５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 14,407千円
未払事業税 9,919千円
減損損失 48,275千円
資産除去債務 58,556千円
その他 10,544千円

繰延税金資産 小計 141,704千円
評価性引当額 △30,083千円

繰延税金資産 合計 111,620千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △29,240千円
資産除去債務対応費用 △18,247千円

繰延税金負債 合計 △47,488千円
繰延税金資産の純額 64,132千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

㈱ YAZ ア ミ
ューズメント

所有
直接100％

役員の兼任

業務委託手数料 108,000千円
未収入金 5,162千円

AM機器賃貸料 235,225千円
債務被保証
（注３）

501,200千円 ― ―

㈱シティエン
タテインメン
ト

所有
直接100％

役員の兼任
業務委託手数料 42,000千円

未収入金 2,055千円
AM機器賃貸料 98,448千円

（注）１．取引条件は当社が必要経費を勘案し、交渉の上、決定しております。
２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
３．当社は一部の銀行借入に対して子会社㈱YAZアミューズメントより債務保証を受けてお
ります。取引金額については、期末の長期借入金（１年内返済予定を含む）の残高を記載
しております。なお、保証料の支払いは行っておりません。

　
７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 966円15銭
１株当たり当期純利益金額 110円10銭

（注）当社は、平成29年９月29日開催の取締役会決議により、平成29年10月17日付で普通株式１
株につき50株の株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮
定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成３０年５月２３日

株 式 会 社 共和コーポレーション
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山中 崇 印
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 天野 清彦 印

　
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社共和コーポレーションの平成２９年４月１日から平成３０年
３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人
に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実
施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人
の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適
切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社共和
コーポレーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　
　

独立監査人の監査報告書
平成３０年５月２３日

株 式 会 社 共和コーポレーション
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山中 崇 印
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 天野 清彦 印

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社共和コーポレーションの平成２９年４月１日から平成
３０年３月３１日までの第３２期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第３２期事業年度における取締
役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第３９９条の１３第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の
内容並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも
に、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換をはかり、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の執行が適正に行われていることを確保するための体制」(会社計算規則第１３
１条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成１７年１０月２８日企業会計審議会)等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成３０年５月２８日

株式会社共和コーポレーション 監査等委員会

常勤監査等委員 内 藤 博 正 ㊞

監査等委員 中 澤 敏 和 ㊞

監査等委員 岡 本 俊 也 ㊞

(注)監査等委員内藤博正、中澤敏和、岡本俊也は、会社法第２条第１５号及び第３３１条第６項に規定する
社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
　　当期の期末配当につきましては、業績並びに今後の事業展開を勘案いたしまして、以下の
　とおりとさせていただきたいと存じます。
　 つきましては、当期末の１株当たりの配当を34円といたしたいと存じます。

　（１）配当財産の種類
　 金銭といたします。
　（２）配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　 当社普通株式１株につき金34円
　 総額99,059,000円
　（３）剰余金の配当が効力を生じる日
　 平成30年６月27日
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第２号議案　 定款一部変更の件
　１．提案の理由
　 当社商号の英文表記を変更案第１条（商号）に記載のとおり変更するものであります。
　
　２．変更の内容
　 変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）
現 行 定 款 　変 更 案
第１章 総則

（商号）
第１条 当会社は、株式会社共和コーポレーションと
　 称し、英文ではＫｙＯｗａ ＣＯＲＰＯＲＡ
　 ＴＩＯＮ ＣＯ．，ＬＴＤ．と表示する。

第１章 総則
（商号）
第１条 当会社は、株式会社共和コーポレーションと
　 称し、英文ではＫｙｏｗａ Ｃｏｒｐｏｒａ

ｔｉｏｎと表示する。
　

　
　

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（５名）は、
本総会の終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営基盤の強化と内部統制の充実を図るため取締役１名を増員することと
し、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案については、監査等委員会において検討がなされましたが、特段指摘すべき事
項はない旨の意見表明を受けております。

宝印刷株式会社 2018年06月05日 16時02分 $FOLDER; 45ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　

45

　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

１ 宮　本　和　彦
みや もと かず ひこ

（昭和30年４月14日生）

昭和61年５月 当社設立
当社専務取締役

昭和63年12月 当社代表取締役社長（現
任）

（重要な兼職の状況）
　株式会社ＹＡＺアミューズメント代表取締
役社長
　株式会社シティエンタテインメント代表取
締役社長

255,000株

２ 宮　本　早　苗
みや もと さ なえ

（昭和32年６月24日生）

昭和61年５月 当社設立
当社代表取締役

昭和63年12月 当社取締役総務部長
平成21年４月 当社取締役人事部長
平成23年10月 当社取締役
平成29年４月 当社専務取締役 人事部担

当（現任）

400,000株

３ 杉　浦
すぎ うら

　 進
すすむ

（昭和31年１月27日生）

平成15年３月 株式会社みずほ銀行退社
平成17年12月 当社取締役
平成28年４月 当社常務取締役
平成29年４月 当社常務取締役営業本部長

（現任）

3,000株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

４ 澤　田
さわ だ

　 亮
あきら

（昭和39年12月15日生）

平成17年９月 株式会社北陸銀行退社
平成17年10月 当社 入社
平成20年８月 当社営業部長
平成22年10月 当社ＡＭ営業部長
平成23年10月 当社総務部長
平成23年12月 当社取締役総務部長（現

任）

1,500株

５ 岡　崎　盛　裕
おか ざき もり ひろ

（昭和33年８月13日生）

平成10年10月 株式会社京都共栄銀行退社
平成18年８月 当社 入社
平成22年４月 当社経理部長
平成23年10月 当社経理部長兼経営企画室

長
平成23年12月 当社取締役経理部長兼経営

企画室長
平成24年12月 当社取締役経理部長（現

任）

1,500株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の株式の数

６ 野　口　幹　夫
の ぐち みき お

（昭和29年６月１日生）

平成15年６月 株式会社八十二銀行退社
平成15年６月 株式会社ミマキエンジニア

リング常務取締役
平成19年６月 株式会社ミマキエンジニア

リング代表取締役副社長
平成22年12月 株式会社ミマキエンジニア

リング代表取締役社長
平成24年10月 東洋観光事業株式会社管理

本部長
平成25年６月 東洋観光事業株式会社取締

役管理本部長
平成29年８月 当社 入社 経営企画室

（現任）

－株

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．宮本和彦氏は、創業以来の経営経験と業務経験を豊富に有しており、引き続き当社の
取締役候補者といたしました。

３．宮本早苗氏は、創業以来の経営経験と業務経験を豊富に有しており、引き続き当社の
取締役候補者といたしました。

４．杉浦進氏は、当社の営業部門等における業務経験を豊富に有しており、引き続き当社
の取締役候補者といたしました。

５．澤田亮氏は、当社の管理部門等における業務経験を豊富に有しており、引き続き当社
の取締役候補者といたしました。

６．岡崎盛裕氏は、当社の管理部門等における業務経験を豊富に有しており、引き続き当
社の取締役候補者といたしました。

７．野口幹夫氏は、上場会社の代表取締役としての経営経験と業務経験を豊富に有してお
り、当社の新任取締役候補者といたしました。

　
以 上
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長野県長野市鶴賀高畑752-8

ホテルメルパルク長野 ３階「瑞鳳」
（TEL）026-225-7800

　

　

（交通）JR長野駅東口→（徒歩5分）→ホテルメルパルク長野
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